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第18章 その他の回路ほか

18.1 伝送路の非接触形接合部

(a) 同軸の場合

これは同種の伝送線路を接合する機構で、接触

形と非接触形がある。特に接触抵抗による損失

を少なくするときには非接触形として、チョー

ク結合が用いられる。図 18.1 に同軸導波管のチ
ョーク結合の構造を示す。同図 (a) において距
離 a と b 、 b と c 、 a と b’ 及び b’ と c’ とは

それぞれ
λg

4
の長さをしている。故に a と c 、

a’ と c とは
λg

2
で c 、 c’ は短絡されているか

ら a 及び a’ のインピーダンスはゼロとなり、左
右の同軸が接続されたことになる。

(b) 導波管の場合 (c) チョーク部分の説明図

図 18.1 チョーク結合の例

また b’はちょうど電圧最大、電流最小の位置であるから、この位置で 2つの同軸が S及び S’面

において接触しても、その接触部分に流れる電流は零となるので接触部での電力損失がない。

導波管の場合も、同図 (b)に示したようにまったく同様の理由で接触損を生じない。この場合の

チョークは円形に作られているので、矩形導波管の場合は電流は矢印のように流れてゆく。チョー

クの構造としては (c)のような構造も用いられる。
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18.2 大電力高周波用容量結合形スイッチ [1][2][3]

VHF、UHF送信機では、空中線と擬似負荷及び現用送信機と予備送信機の切替えなどに高周

波大電力切替スイッチが使用される。従来使われている切替えスイッチは切替え部分には金属と

金属のすり合わせ面があり、この部分の接触抵抗による発熱が大きく、障害のもとになる。ここ

に説明する非接触形切替スイッチは、この欠点を除くために容量結合形にして金属の接触面のな

いものにしてある。また従来の切替スイッチでは接続されていない開孔間の漏洩を防ぐために、

遮へい板を取付けてスイッチの切替と同時に移動させているが、遮へい効果をあげることと、遮

へい板を移動させ易くすることは両立しにくい。実際には電気的性能を保つ必要上遮へい板の接

触をよくするために移動性を犠牲にしており、スイッチの操作に大きな力を必要とし、スイッチ

の信頼度を低下させる原因の一つとなっていた。この改善方法として著者らが開発した非接触ス

イッチ [1][2][3]では連結されていない開孔間の漏洩を防ぐために、導波管の遮断特性を利用して

いる。

図 18.2は非接触形切替スイッチの構造の概略を示したもので端子 1－端子 2、端子 3－端子 4

の連結から端子 1－端子 3、端子 2－端子 4の連結に切替えるものである。

図 18.2 大電力用容量結合形スイッチの

構造

この図からわかるように同軸管の中心導体と端子

間を連結する導体との間に容量を形成して端子間を

結合している。一方連結されていない端子の間、即

ち図 18.2の Aの部分には矩形導波管が形成されて

おり、使用周波数がその導波管の遮断域になるよう

に寸法を選んでいる。このようにして従来の切替ス

イッチの接触部をなくすと共に、切替に要する機械

的な力を減少させることにより信頼度の向上を計っ

ている。

18.2.1 比帯域幅

この切替スイッチは、上に述べたように、同軸中心導体と連結導体の間に容量を構成して、こ

の容量によって連結させている。容量を構成する誘電体に空気を使えば、挿入損は連結導体の抵

抗損だけであって、この損失も UHF10kW通過時で数W程度で問題にならない。端子間漏洩特

性としては、あとで示すように、広い周波数範囲でほぼ一様な値を得ることができるから、帯域

幅は周波数の変化によって抑えられることになる。回路の負荷 Q、定在波比と帯域幅の関係は次

式で与えられる。すなわち、比帯域幅は


